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福井空港Ａ２－ＢＣＰ 改正記録表 

 

改正番号 改正年月日 起案番号 改正内容 

１ 2020/3/16 第 66号 新規制定 

2 2020/9/23 第  号 協定書更新及び連絡体系の変更 

3 2021/5/24 第  号 ドクヘリ運航に伴う変更 

4 2021/11/1  航空交通業務機関のコールサインの変更 
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１．被害想定 

（１）地震 

  ①想定規模（震度６） 

    坂井市地域防災計画と同じ福井平野東縁断層帯を震源とする地震（マグニチュー

ド７．６）とする。 

  （参考）福井地震 1948年 6月 28日 マグニチュード 7.1 死者 3,861人（気象庁） 

  ②被害状況 

    坂井市地域防災計画の被害想定に準ずるものとし、かつ、空港については以下を

想定。 

   ・ 坂井市被害想定 

     ❶ 建物被害  木造・非木造（RC 造、S 造、軽量 S 造）を合わせて 2 万棟以

上が全半壊 

     ❷ 人的被害  死者数 691人 

             負傷者数 1,521人 

             避難者数 47,865人 

             帰宅困難者数 2,181人 

   ・ 福井空港の被害想定 

❶ 空港ビルライフライン  一部が停電。断水し、下水も使用不可。 

❷ 空港ビル（耐震化未施工）使用不能 

     ❸ 交通機関の想定     鉄道が運休し、高速道路が通行止め。 

空港ビル内に滞留者が１０人（すべて関係者）

滞留。 

     ❹ 滑走路、誘導路等の基本施設 液状化により使用不可。 

 

 

  

❶ 福井空港ビル（S41） 

❷ 福井空港エプロン付近（H16） 
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（２）津波 

  ①想定規模 

    坂井市地域防災計画と同じ若狭海丘列付近断層を震源とする地震とする。 

②被害状況 

空港については以下を想定。 

   ・ 被害なし 

 

（３）悪天候等 

  ①想定規模 

   ・大雨：１日に 803 ㎜以上の降雨を観測（ハザードマップで想定する最大雨量）。 

   ・台風：瞬間最大風速 33.4m/s（2017年 10月 23日観測（出典：気象庁） 

   ・大雪：196㎝以上の積雪を観測（1981年観測（出典：気象庁） 

  （参考）坂井市春江地点における観測記録（2003年～2019年）（出典：気象庁） 

日雨量 154㎜(2004.9) 

時間雨量 53㎜（2004.7） 

日最大風速 26m/S（北北東）（2004.10） 

最大瞬間風速 33.4m/s（北）（2017.10） 

   

 

 

②被害状況 

兵庫川ハザードマップの被害想定に準ずるものとし、かつ、空港については以下

を想定。 

   ・ 福井空港の被害想定 

    ❶ 交通機関の想定  鉄道が運休し、高速道路が通行止め。 

空港ビル内に滞留者がなし。 

    ❷ 滑走路、誘導路の基本施設 積雪により滑走路及び誘導路が使用不可。 

 

※ 今回想定した被害想定は当該地域で過去に発生した最大規模であり、「軽微」、「甚大」、「壊滅」それぞ
れの被害レベルによって復旧に要する時間や労力等が大幅に変更していく。 

また、各機関が個別のＢＣＰにおいて具体的な復旧方法等を検討しておくことが有効。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

❷ 福井空港除雪状況（H30） 

❶ 福井地域最大積雪量の状況 
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【洪水浸水想定区域図（想定最大規模）】  【洪水浸水想定区域図（計画規模）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 水防法第１４条第１項の規定に基づき、洪水予報河川および水位周知河川について、洪水時の円滑かつ
迅速な避難を確保し、又は浸水を防止することにより、水災による被害の軽減を図るため、想定最大規模
降雨（想定し得る最大規模の降雨）により当該河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想
定区域として指定。 

 

  

❸ 兵庫川 ハザードマップ

H30） 
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２．統括的災害マネジメントに向けた目標設定 

（１）滞留者の安全・安心の確保 

・自然災害発生後、旅客等滞留者に対する食糧等の備蓄はなく、坂井市と連携し、指

定避難所等への搬送を行う体制を整備 

・自然災害発生後７２時間は非常用発電機の稼働による必要な電力を維持。 

  非常用発電機で対応する設備…灯火施設、気象観測設備、電話・無線設備のほか

事務室のパソコン、コピー機等 

・鉄道アクセス喪失時は、速やかに指定避難所まで公用車にて搬送手段を確保。 

【参考】①坂井市春江町 指定避難所 

№ 施設名 所在地 電話番号 

1 春江中学校 春江町江留中 15-15 51-0188 

2 春江小学校 春江町境 28-28 51-0172 

3 春江西小学校 春江町西太郎丸 3-3 51-0152 

4 大石小学校 春江町上小森 5-7-1 72-0030 

5 春江東小学校 春江町中筋 29-1 58-5820 

    ②福井空港事務所 公用車 

ライトバン（400た 3033） 

賃借契約期間  

平成２８年７月６日～平成３５年７月５日 

 

 

 

（２）背後圏の支援及び航空ネットワークの維持又は早期復旧 

  ・大規模地震及びそれに伴う津波により被災した場合であっても、警報解除後等復旧

作業が開始でき次第、７２時間以内に民間航空機（回転翼に限る。）の運航が可能

となる状態まで空港機能を復旧。 

   【参考】福井地震（S23）での液状化 

     H30 福井空港定期検査測量業務報告書において、空港周辺は軟弱地盤のため航

空法に基づく補強対策を講じている。しかし、想定する地震発生時においては液

状化による路盤損傷・決壊が見込まれる。 

 

  ・特別警報級の気象（大雨、台風、大雪、・・・等）により被災した場合であっても、

気象状況の回復後７２時間以内に民間航空機（回転翼に限る。）の運航が可能とな

る状態までエプロン・格納庫等の空港施設を復旧。 

   【参考】兵庫川越水による空港施設の浸水 

     R1.6県河川課が作成した兵庫川ハザードマップにおいては、兵庫川周辺の滑走

路付近の浸水が見込まれる。水が引き次第、施設の損傷等を確認後、使用の可否

を判断していくため、当面の間は回転翼に限定して運航を認めるものとする。 
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３．「Ａ２－ＨＱ」の設置 

（１）「Ａ２－ＨＱ」の設置 

・福井空港においては、設置基準に達する自然災害が発生した場合において、「Ａ２－

ＨＱ」が設置される。 

・県業務継続計画（震災対策編）に基づく職員参集計画に応じて、所属職員が参集す

る。 

（参考）福井県職員参集計画 

 ❶ 非常時優先業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❷ 福井空港業務継続計画 

業務名 

業

務

分

類 

業

務

量 

(人

） 

業務の着手時期 

（県民に与える影響の重大性を考慮） 

備 考 

（H31年度担当） 

発
災
直
後 
(2 時
間以
内) 

1
日
以
内 

3
日
以
内 

1
週
間
以
内 

2
週
間
以
内 

1
か
月
以
内 

空港管理業務に関すること Ｓ 0.5 0.5      Ｙ企画主査・Ｓ主査 

空港着陸承認に関すること Ｓ 0.5 0.5      Ｙ企画主査・Ｓ主査 

福井航空気象観測に関すること Ｓ 0.5 0.5      Ｎ主任 

空港保安に関すること Ａ 1.0 1.0      Ｙ企画主査 

空港維持補修に関すること Ａ 1.0 
 

1.0      Ｎ主任 

空港電気施設の維持管理に関すること Ａ 1.0 1.0      Ｎ主任 

空港施設使用料・着陸料の徴収 Ａ 0.3  0.3     Ｓ主査 

空港制限区域、制限表面に関すること Ａ 0.2  0.2     Ｙ企画主査・Ｓ主査 

 

 ❸ H31年度における職員参集計画 

  職員（嘱託職員を含む）7名のうち 1日目までに参集可能な職員は 2名である。 

  しかし、非常時優先業務をすべて実施するために必要な業務量（5 人分）に対し

3名不足する。 

  このため、港湾空港課を通じて業務に対応した職種等の職員派遣要請を行う。 
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・ A2-HQ（総合対策本部）の設置 

  被災時においては、台風接近前等、未然段階から現場の意思決定者（空港長や運営

権者の長等）を本部長としたアクセス交通事業者も含めた総合対策本部を設置し、航

空機の着陸制限などの滞留者抑制を含めた対応方針の決定等を所掌する総合対策本部

（A2-HQ）を設置する。 

  設置に当たっては、福井空港事務所に事務局を設置するが、地震発生時において

は、福井空港ビルは使用不能となることが見込まれるため、空港駐車場に臨時の事務

局を設置する。 

 

【参考】① 福井空港 A2-HQの組織 

№ 構成団体名 主な担当 

1 県福井空港事務所 事務局 

2 福井空港㈱ ビル管理 

3 県防災航空事務所 防災ヘリ 

4 県警察航空隊 県警ヘリ 

5 公共施設地図航空㈱ 常駐事業者 

6 水上商事㈱ 給油事業者 

7 県港湾空港課 県庁窓口 

8 坂井市 管轄災害窓口 

９ ドクターヘリ業務受託者 ドクターヘリ 

 

    ② 福井空港 A2-BCP-HQ本部長 

    空港事務所長を充てることとするが、休日・夜間時などにおける本部長は参

集職員の中から格付上位者を充てることとする。 

 

    ③ A2-HQ の事務局の位置 

    福井空港事務所事務室に設置するが、震度４以上（福井空港維持管理・更新

計画書および台風・地震・大雨時等の処理要領）の地震発生時においては、庁

舎・設備管理担当者が施設内の点検を行い、安全を確認後に設置場所を確定す

る。 

    また、停電時においては空港事務所事務室に設置するため、非常用発電機を

稼働し、最小限の事務局機能を維持する。 

    庁舎・設備点検の結果、ビル内での業務の安全が保障出来ない場合は、空港

駐車場に臨時の事務局を設置する。 

 

    ④ 福井空港事務所職員の安否確認および参集連絡 

    福井空港事務所に参集した職員が福井空港業務継続計画に基づき必要な業務

を実施する。この際、県職員安否確認システムにおいて安否状況および参集見

通しを確認の上、本部長が役割分担を指示する。 

 

      ⑤ A2-HQ 構成員への参集連絡 

    通常電話回線機能が混雑するなど連絡が困難な場合を想定し、福井空港事務
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所ホームページに専用ページを設け、現状および復旧対策などを掲示し、構成

員の迅速な対応を促す。 

・設置基準については、以下の通りとする。 

①地震 

・福井空港で震度「４」以上の地震が発生した時は自動参集 

【参考】 

 ❶ 福井空港維持管理・更新計画書（土木施設） 

 ❷ 台風・地震・大雨時等の処理要領（電気設備） 

 ❸ 空港ビルなど施設の安全確認（耐震化未施工対応） 

・県内で震度「５強」以上の地震が発生した時は県業務継続計画に基づき自動参集 

 

②悪天候 

・特別警報の発表をもって自動参集 

・「非常に強い」台風が福井空港に大きな影響を及ぼす可能性がある進路が予想

される場合 

・「非常に強い」寒波による大雪が福井空港に大きな影響を及ぼす可能性がある

場合 

 

③上記①及び②に関わらず、自然災害の発生が予見され、かつ、空港の機能維持 

・復旧や滞留者対応等について関係者との統括的な調整が必要と本部長（福井空

港事務所長）が判断した場合 

 

（２）「Ａ２－ＨＱ」の構成 

・「Ａ２－ＨＱ」の構成は下表の通りで、本部長を福井空港事務所長、副本部長を防

災航空事務所長とする。 

№ 構成団体名 主な担当 

1 県福井空港事務所 事務局 

2 福井空港㈱ ビル管理 

3 県防災航空事務所 防災ヘリ 

4 県警察航空隊 県警ヘリ 

5 公共施設地図航空㈱ 常駐事業者 

6 水上商事㈱ 給油事業者 

7 県港湾空港課 県庁窓口 

8 坂井市 管轄災害窓口 

９ ドクターヘリ業務受託者 ドクターヘリ 

 

・現場の意思決定者は本部長とし、副本部長は本部長を補佐する。なお、本部長不在の

場合の代行順位は、①防災航空事務所長、②福井空港事務所次長、③福井空港事務所

主任とする。 

 ただし、休日・夜間など県職員参集計画に基づき参集した職員の中で、上記職員が不

在の場合は格付上位の職員を充てる。 
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（３）「Ａ２－ＨＱ」の役割 

・「Ａ２－ＨＱ」は、次の事項を行う。 

①自然災害に関する情報の一元的な収集、記録・整理、関係機関等への発信 

②被害状況に基づく対応方針の決定及び計画実行の判断 

③決定事項に基づく関係機関への指示・要請 

④被災・復旧状況に応じた外部機関等への各種要請 

⑤運航状況の把握（情報収集） 

⑥空港施設の破損状況等の点検・確認 

⑦県災害対策本部からの指示・伝達事項の確認および構成員への情報共有 

⑧空港復旧等に係る必要な人員の派遣要請 

⑨本部事務局の設置（必要に応じて空港駐車場内に設置） 

⑩停電時における非常用発電機の稼働等による電源確保対策の検討・実施 

 

【「Ａ２－ＢＣＰ」の参集イメージ】 

 

       〇関係機関において、死傷者の有無、航空機の現状、運航状況等を把握し、事務局に 

自然災害    情報を報告。 

発生直後   〇事務局は国土交通省航空局に連絡（第一報は 15分以内） 

       〇関係機関において、運航再開のための機能復旧に要する時間等を整理。 

       〇設置基準に基づき「Ａ２－ＨＱ」を設置（事務局ら各構成員に招集の連絡）。 

 

⇓ 

 

［30分後］  〇対応方針や計画実行の決定       ・「Ａ２－ＨＱ」の全構成員 

本部の招集   ・傷病者を含む滞留者への       （参集可能な関係機関）を招集。 

対応、空港外への避難の要否。    ・関係機関の対応（役割分担）を確認。 

        ・滑走路等の空港施設の復旧、     ・外部機関へ支援要請。 

         運航再開の見通し。 

        ・広報方針の決定。 

 

⇓ 

 

［120分後］  〇対応方針と役割分担を確認後、対応方針の決定に必要な機関のみ参集。 

本部の招集 
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４－１．滞留者対応計画 

（１）被害想定 

・大規模地震（震度６）の発生により空港施設が機能停止となり、航空事業者等の空

港ビル利用者と空港内事業者を合わせて、空港内で夜間を過ごす滞留者が 10 人発

生。 

・滞留者は速やかに坂井市指定避難所へ搬送。 
（２）行動目標 

  ・自然災害発生後、速やかに滞留者を安全な場所に避難させ、負傷者等への対応にあ

たるとともに、２時間以内に滞留者数及び被害状況を把握。 

（３）役割分担 

＜表４－１－１：関係機関の役割分担＞ 

構成団体名 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 ・非常用発電機等設備・

施設の点検 

・非常時の通信・避難誘

導訓練の実施 

・医療資機材等の点検・

充填 

・関係機関からの被害状況

の収集・整理 

・国土交通省航空局への

被害状況等の連絡 

・「Ａ２－ＨＱ」の設置 

（構成員の招集） 

・医療機関への支援要請 

・自衛隊等への支援要請 

・滞留者の指定避難所へ

の搬送 

・被災設備・施設

の確認および復

旧対策の検討 

・応急復旧対策の

施工 

・宿直職員用毛布

等の調達 

福井空港（株） ・旅客ターミナルビルの

耐震化 

・プラカード、拡声器の

準備 

・備蓄品の準備 

・航空事業者の避難誘導 

・滞留スペースの確保 

・滞留者数の把握 

・電源、通信、上下水道等

の確認 

・（必要に応じて）電源の

確保 

・関係機関への協力要請 

（滞留者対応人員の確保

等） 

・非常食や飲料水

の配布 

・毛布等の提供 

・携帯電話等の

充電器の提供 

・簡易トイレの

提供 

公共施設地図航空㈱ ・ 格納庫等の点検 

・ 所有航空機の破損点

検・確認 

・ 福井空港㈱の要請によ

る航空事業者の避難誘導

支援 

・A2-HQからの要請

に基づく業務支

援 
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構成団体名 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

坂井市 ・地域防災計画に基づく

避難所運営の事前点検 

・航空事業者の指定避難所

への受入 

・空港周辺の被災状況の連

絡 

・空港周辺の道路

等ライフライン

の復旧対応 

 

＜表４－１－２：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 福井空港（株） 公共施設地

図航空㈱ 

坂井市 

自然災害

発災直後 

交通機関が

不通 

被害状況の

収集・報告 

   

10 分後 滞留者△人 

（概数） 

本部構成員

の招集 

滞留者数の把握     避難場所の確保   

20 分後 滞留者〇人 

（概数） 

医療機関へ

の支援要請 

 

 

 航空事業者の      備蓄品の順部 

 避難誘導 

航空事業者

の避難誘導

支援 

 

30 分後 滞留者◎人 

(避難完了) 

                     備蓄品の提供 

通信環境の確保 

 

  

60 分後 交通機関が 

運行再開 

 

 発着調整 

 

滞留者の誘導 

  

120 分後 滞留の解消  避難場所（空港ビル内）の閉鎖  指定避

難所へ

の受入 

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 
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４－２．早期復旧計画 

（１）被害想定 

  ・大規模地震（震度６）の発生により空港施設が機能停止となり、滑走路面にクラッ

クが発生し、航空機の離着陸が不可。 

（２）行動目標 

  ・自然災害発生後２時間以内に、必要な職員及び従業員が空港内に参集 

休日・夜間時における参集時間の目安（県職員参集計画（震災対策編）） 

  ・自然災害発生後２４時間以内に、救援機（自走以外の手段で移動可能な回転翼に限る。

緊急物資の輸送や広域医療搬送等）が運航可能な状態まで滑走路等の空港施設を復旧。 

  ・自然災害発生後７２時間以内に、民間航空機（自走以外の手段で移動可能な回転翼に限

る。）が運航可能な状態まで滑走路等の空港施設を復旧。 

（３）役割分担 

＜表４－２：関係機関の役割分担＞ 

 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 

 

・滑走路等の液状化対策 

・排水施設（ポンプや管

渠等）及び貯留施設の

整備 

・空港アクセス機能喪失

時や夜間等における資

機材や作業員等の輸送

手段の検討 

・停電時などの緊急時対

応業務の洗出し・優先

順位の検討 

・基本施設、無線施設、

灯火・電気施設の被害

状況の確認 

・関係機関からの被害状況

の収集・整理 

・県災害対策本部や国土交

通省航空局等への被害状

況の報告 

・「Ａ２－ＨＱ」の設置

（構成員の招集） 

・県業務継続計画に基づく

応援職員の要請 

・ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊

急災害対策派遣隊）の派

遣要請 

・県協定に基づく関係団体

への応援要請 

・基本施設等の応急復旧対

策の検討 

・基本施設、無線施

設、灯火・電気施設

の復旧（応急復旧を

含む。） 

・基本施設等の復旧見

通しの公表 

・防災ヘリ等災害対応

機の受入調整 

福井空港（株） ・旅客ターミナルビル

及び各主要施設の耐

震化 

・空港ビル及び各主要施設

の被害状況の確認と福井

空港事務所への報告 

・空港ビル及び主要施

設の復旧（応急復旧

を含む。） 
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事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

航空事業者 ・ 格納庫等の点検 

・ 所有航空機の破損

点検・確認 

・航空機や格納庫の被害

状況の確認と福井空港

事務所への報告 

・民間航空機の運航再

開に向けた調整 

  

【参考】① 緊急災害対策派遣隊 

TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）は平成 20年 4月の創設以来、東日本大震災や平成 30年 7

月豪雨をはじめとした 106 の災害に対し、のべ約 10 万人・日を越える隊員を派遣し、被災地

支援を実施 

隊員は地方整備局等の職員を中心に 12,654 名が指名されており、災害の規模に応じて全国

から被災地に出動 

  

    ② 福井県における主な災害時応援協定等 

県では、福井県地域防災計画に定める災害時の応急対策および復旧対策を迅速かつ円滑に実

施するため、事前に民間団体等と災害時における応援協定等を締結。 

№ 締結先 協定名 
所管課 

（H31現在） 

1 （一社） 坂井郡建設業協会 

 

災害時等における応急対策業

務に関する細目協定 

砂防防災課 

2 （一社） 福井県建築工業会   災害時における県有建築物の

応急対策業務等に関する協定 

建築住宅課 

3 （一社） 福井県電業協会  災害時における県有電気設備

の応急対策業務に関する協定 

建築住宅課 
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＜表４－２：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 福井空港（株） 公共施設地

図航空㈱ 

坂井市 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の

収集・報告 

   

10 分後 施設点検 本部構成員

の招集 

施設点検        傷病者の確保 

非常用発電機の稼働 

機材・施設

点検 

ライフ

ライン

点検 

30 分後 破損概況報

告 

破損部の応

急復旧対策

の検討 

ノータム発

出内容の検

討 

 

 破損部応急復旧      備蓄品の準備 

 の検討・報告 

点検結果を

空港事務所

に報告 

 

 

60 分後  国・県への

報告 

                    備蓄品の提供 

通信環境の確保 

 

破 損 報 告

（第 1 報） 

空港周

辺の破

損状況

報告 

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

国・県への

報告 

   

180 分後  応援・派遣

要請 

   

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 
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４－３．電力供給機能 

（１）被害想定 

  ・大規模地震（震度６）の発生により福井空港が機能停止し、空港への電力供給が寸

断。 

（２）行動目標 

  ・自然災害発生後、即座に非常用電源に切り替えるとともに、７２時間の電力を確実

に確保するため、必要な燃料を確保。 

（３）役割分担 

＜表４－３：関係機関の役割分担＞ 

 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 ・非常用電源設備やそ

の稼働のための十分

な燃料の確保 

・非常用発電設備の点

検 

・無線機など通信機器

の充電器の整備 

・北陸電力（株）に対する

各種要請（早期復旧や電

源車の派遣等） 

・可搬型発電機の搬入要 

請 

・県協定に基づく関係団体

への応援要請 

・（必要に応じて）

回転翼に限定し

て離着陸を可能

とするための体

制の構築 

福井空港（株） 
・非常用電源設備やその

稼働のための十分な燃

料の確保 

・非常用電源設備の点

検 

・携帯電話等の充電器の

手配 

・空港ビル内の電源施設等

の被害状況の確認（機能

喪失の原因究明） 

・（必要に応じて）空港ビ

ル内の電力供給エリア

（滞留者の 待機エリ

ア）の限定化 

・電源設備等の復

旧 

航空事業者 ・非常用電源供給により

運航に係る機能確保が

可能な範囲の確認 

・格納庫の代替電源の確保 ・格納庫の代替電

源の確保 

警察・消防等 

（当該空港を拠点と

して救援活動等を 

を実施する機関） 

・非常用電源供給により

運航に係る機能確保が

可能な範囲の確認 
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＜表４－３：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 福井空港（株） 公共施設地

図航空㈱ 

坂井市 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の

収集・報告 

   

10 分後 施設点検 本部構成員

の招集 

施設点検        傷病者の確保 

非常用発電機の稼働 

機材・施設

点検 

ライフ

ライン

点検 

30 分後 破損概況報

告 

破損部の応

急復旧対策

の検討 

ノータム発

出内容の検

討 

 

 破損部応急復旧      備蓄品の準備 

 の検討・報告 

点検結果を

空港事務所

に報告 

格納庫の代

替電源確保 

 

60 分後  国・県への

報告 

 

                    備蓄品の提供 

通信環境の確保 

 

破 損 報 告

（第 1 報） 

空港周

辺の破

損状況

報告 

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

国・県への

報告 

 

 

  

180 分後  応援・派遣

要請 

非常用発電設備の追加燃料調達の検討   

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 

 

【参考】① 福井空港 非常用発電設備の設置状況 

〔空港事務所で設置する非常用電源〕 

  ❶ 防災無線用非常用発電機（危機対策防災課調達） 

  ❷ 航空灯火用非常用発電機 

  ❸ 空港事務所事務室用非常用発電機 

（令和３年度設置） 

〔空港㈱にて設置する電源〕 

  ❶ 当事務所気象観測設備および防災航空事務所、

空港ビル所有部を対象とする自家発電機 

  ※ 気象業務受託の際、気象庁にて空港ビル非常用電源から配

線工事を設置済み（観測設備を対象） 

    空港㈱非常用発電機は、防災航空事務所設置時に更

新（1993 年頃）。防災航空事務所業務と空港㈱業務に

必要な電源を確保。 

 

  

❷ 航空灯火用非常用発電機（H17） 

❶ 空港㈱非常用発電機（H4） 
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４－４．通信機能 

（１）被害想定 

・大規模地震（震度６）の発生により福井空港が機能停止し、携帯電話の通信規制が

行われ、音声通信が困難。 

（２）行動目標 

  ・１時間以内に通信環境を整備。 

  ・県防災無線および空港無線による関係機関との情報伝達機能を維持。 

   【参考】国土交通省無線回線…「８１」を押してから国土交通省内線番号をダイヤル 

       嶺北消防組合消防本部（通信指令室）…端末局番号「３５３-１-２１６」 

       坂井市総務課…「３１７-１-２２４」 

  ・大阪対空センターとの電話回線は災害時優先電話のため利用可能。 

  ・空港事務所 HP等による通信手段等を掲載 

（３）役割分担 

＜表４－４：関係機関の役割分担＞ 

 

 
事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 ＜連絡体制の構築＞ 

・「Ａ２－ＨＱ」構成員と

の連絡体制の構築 

・代替通信手段（防災無

線等）の準備 

＜滞留者への対応＞ 

・通信環境の情報収集 

・通信会社に対する異動

基地局の派遣要請 

・防災無線による通信体

制に移行 

・無線等の充電確保 

福井空港（株） 
＜事業者への対応＞ 

・携帯電話の充電機の確

保 

 

・ 電話回線復旧の要請 

・ 臨時WI-FI基地局の

設置要請 

＜事業者への対応＞ 

・Ｗi-Ｆiが利用可

能なエリアにつ

いて事業者に対

して情報提供 

警察・消防等 

（当該空港を拠点と

して救援活動等を 

を実施する機関） 

＜連絡体制の構築＞ 

・代替通信手段（衛星

電話等）の準備 

・ 防災無線による連絡

体制への移行 
 

※タイムテーブルを添付。 
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＜表４－４：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 福井空港（株） 嶺北消防組合 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の

収集・報告 

  

10 分後 施設点検 本部構成員

の招集 

施設点検 

非常用発電機の稼働 

 

30 分後 破損概況報

告 

破損部の応

急復旧対策

の検討 

防災無線体

制に移行 

 

 破損部応急復旧      備蓄品の準備 

 の検討・報告 

防災無線による交信 

60 分後  国・県への

報告 

 

                    備蓄品の提供 

通信環境の確保 

 

 

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

国・県への

報告 

 

 

 

180 分後  応援・派遣

要請 

非常用発電設備の追加燃料調達の検討  

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 

 

【参考】① 空港事務所所有無線機一覧 

№ 無線名 台数 備考 

1 航空無線受信機（エアーバンド） 4 福井空港-RE 118.600 

2 簡易用業務無線（管理福井） 6 空港内のみ使用可（要無線免許） 

3 航空無線受信機（マルチバンドレシーバー） 1 航空無線受信用 

4 特定小電力トランシーバー 4 グループ通信用（免許不要） 

 

   ② 航空無線受信用アンテナ（写真）   ③ 大阪航空局 RAG 無線局（写真） 
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４－５．上下水道機能 

（１）被害想定 

・大規模地震（震度６）の発生により、空港ビル内上下水道管が損壊し、上水が供給

停止、下水も機能停止。 

（２）行動目標 

  ・空港事務所職員およびＡ２－ＨＱ構成員の飲料水を県備蓄飲料水（消防学校）から

確保 

  ・参集時において自宅からペットボトル等により飲料水を持ち込むよう通知 

  ・空港事務所職員およびＡ２－ＨＱ構成員の簡易トイレを県備蓄品（消防学校）から

確保 

（３）役割分担 

＜表４－５：関係機関の役割分担＞ 

 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 ・県備蓄品の調達方法を検

討 

 

・自衛隊や坂井市に対する

給水車の派遣要請 

・県備蓄品の追加調

達の要請 

福井空港（株） ・タンク容量の確保 

・飲料水及び簡易トイレの

確保 

・上下水道の緊急点検 

（機能喪失の原因究明） 

・（必要に応じて）関係機関

への飲料水の供給要請 

・上下水道設備の復

旧 

・上水の使用制限

やトイレの使用

可否について事

業者に対する情

報提供 

 

 【参考】地域防災基地（福井坂井地区：消防学校）の備蓄物資 

№ 備蓄物資 数量 № 備蓄物資 数量 

1 食糧 4,620 12 給水タンク 1,200 

2 アルファ米 5,040 13 毛布 3,500 

3 カロリーメイト（坂井HWC） 3,000 14 幼児用紙おむつ 612 

4 飲料水（500l） 8,832 15 大人用紙おむつ 680 

5 食器セット 11,100 16 生理用品 150 

6 粉ミルク（新生児用） 90 17 簡易トイレ 79 

7 粉ミルク（9月以上用） 90 18 プライベートテント 79 

8 粉ミルク（アレルゲン） 60 19 排便収容袋 19,360 

9 哺乳瓶 80 20 テント 15 

10 浄水機 2 21 防水シート 1,150 

11 移動かまど 2 22 仮眠用マット 20 
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＜表４－５：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 福井空港（株） 坂井合同庁舎 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の

収集・報告 

  

10 分後 施設点検 本部構成員

の招集 

施設点検 

非常用発電機の稼働 

 

30 分後 破損概況報

告 

破損部の応

急復旧対策

の検討 

県備蓄品の

調達 

 

 破損部応急復旧      備蓄品の準備 

 の検討・報告 

県備蓄品の提供 

60 分後  国・県への

報告 

 

                    備蓄品の提供 

通信環境の確保 

 

 

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

国・県への

報告 

 

 

 

180 分後  応援・派遣

要請 

非常用発電設備の追加燃料調達の検討  

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 
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４－６．燃料供給機能 

（１）被害想定 

  ・大規模地震（震度６）の発生により、周辺道路網が寸断し、空港への給油が停止。 

  ・ＧＳＥ車両（Ground Support Equipment の略。グランドハンドリング作業に使用する器材の総称。）用の

備蓄燃料が枯渇。 

（２）行動目標 

  ・非常用発電機燃料は 72時間分を確保 

  ・空港給油施設に JET-A1燃料を概ね 10㎘程度を確保 

（３）役割分担 

＜表４－６：関係機関の役割分担＞ 

 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧日時 

福井空港事務所 ・非常用発電機の点検 

・給油施設の定期点検 

・除雪車両等の点検 

・水上商事㈱等燃料供給事

業者から備蓄燃料の残量

や被災状況に対する情報

の収集・整理 

・関係機関（国や関係自治

体等）に対する燃料の供

給要請 

・給油供給事業者

に優先供給を依

頼 

水上商事㈱ 

（航空燃料供給事業

者） 

・タンク容量の確保 

・給油施設の日常点検 

・給油施設の備蓄燃料およ

び被災状況の確認 

・給油施設の応急

措置及び機能回

復 

・燃料の品質確認 

福井空港（株） ・非常用発電機の点検 ・燃料供給事業者への優先

供給の依頼 

・ ・・・・・ 

警察・消防・医療等 

（当該空港を拠点と

して救援活動等を 

を実施する機関） 

   

 

 【参考】福井空港 地下タンク貯蔵所概要 

    ① 設置者 福井県 

    ② 危険物の類品名（指定数量）、最大数量 

      第４類第１石油類 ＡＶＧＡＳ （２００Ｌ）１０，０００Ｌ 

      第４類第２石油類 ＪＥＴ Ａ－１ （１,０００Ｌ）２０，０００Ｌ 

    ③ 指定数量の倍数        ７０倍 

    ④ 位置、構造及び設備の基準に係る区分    危政令第１３条第２項 

    ⑤ 危険物の貯蔵又は取扱方法の概要 

      危険物は地下タンクに貯蔵し、ポンプを通じて給油車に給油する。  
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＜表４－６：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 福井空港（株） 燃料供給事業者 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の

収集・報告 

  

10 分後 施設点検 本部構成員

の招集 

施設点検 

非常用発電機の稼働 

施設点検 

30 分後 破損概況報

告 

破損部の応

急復旧対策

の検討 

燃料残量の

確認 

 

 破損部応急復旧      備蓄品の準備 

 の検討・報告 

 燃料残量の確認 

破損部の応急復旧対

策の検討 

燃料残量の確認 

60 分後  国・県への

報告 

 

                    備蓄品の提供 

通信環境の確保 

 

 

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

国・県への

報告 

 

 

 

180 分後  燃料供給要

請 

非常用発電設備の追加燃料調達の検討 

燃料供給事業者への優先供給の依頼 

 

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 

 

【参考】燃料供給を要請する設備・機材 

 ① 航空機燃料（航空機燃料給油施設） 

 ② 自家発電機（灯火施設・気象観測装置・事務室・防災無線）（軽油・ガソリン） 

 ③ 規制区域内通行車両（軽油） 

 ④ 化学消防車（軽油） 

 ⑤ 医療資機材車（軽油） 

 ⑥ 除雪車（軽油）※冬季 

 ⑦ ストーブ（灯油）※冬季 

  

 

 

 

 

  



 

 

【機密性２情報】 

- 22 - 

 

４－７．空港アクセス機能 

（１）被害想定 

  ・大規模地震（震度６）の発生により、周辺道路網が寸断し、空港への車両通行が停

止。 

  ・大規模地震（震度６）の発生により、鉄道の運行停止。 

（２）行動目標 

  ・航空事業者を坂井市指定避難所に避難させるため、２時間以内に交通手段を確保 

  ・職員およびＡ２－ＨＱ構成員の飲料水等備蓄品の供給のため、車両による消防学校

までのアクセスを確保 

（３）役割分担 

＜表４－７：関係機関の役割分担＞ 

 

＜表４－７：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 
対応者 

空港事務所 道路管理者 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の収集・報告  

10 分後 施設点検 本部構成員の招集 施設点検 

30 分後 破損概況報告 代替アクセス道路の検討  

60 分後  国・県への報告 

 

 

120 分後 破損報告（第 1報） 国・県への報告  

180 分後  空港周辺の道路復旧要請 破損部の応急復旧対

策の検討 

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成  

 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 ・ 航空事業者の避難先

となる指定避難所の位

置等を確認 

 

・指定避難所の開設状況

等を坂井市に確認 

・県災害対策本部に道路

破損状況等の情報提供

を依頼 

・空港周辺道路の破損状

況の把握 

・指定避難所への送

迎 

・県災害対策本部に

通行可能なアクセ

ス道路の情報提供

を依頼 

 

道路管理者 

（連絡橋管理者含む） 

・アクセス道路（連絡

橋） の耐震性の確保 

・アクセス道路の被害状況

の確認と福井空港事務所

への報告 

・アクセス道路 

（ 連絡橋含む） 

の機能回復 
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５－１．非常時における発着調整計画 

（１）被害想定 

・大規模地震（震度６）の発生により、福井空港の基本施設の一部が機能停止し、大

幅な発着回数の制限が発生。 

（２）行動目標 

  ・自然災害発生後、できるだけ速やかにＡ２－ＨＱ内に「福井空港緊急時発着調整事

務局」を設置し、関係機関で調整を行い、発着枠の配分計画を策定。 

・配分計画の作成に当たっては、防災・県警ヘリなど災害対応に従事する航空機の離

発着を優先することとし、民間航空機の運行については７２時間を目途に運航を再

開。 

・滑走路等の液状化による破損状況により、自走以外の手段で移動可能な回転翼に限

定した運航とする。 

（３）役割分担 

＜表５－１：関係機関の役割分担＞ 

 

 
事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

福井空港事務所 ・処理能力の制約要因 

（基本施設、空港ビ

ル、管制施設等）に応

じた対応策の検討 

・「福井空港緊急時発着 

調整事務局」の設置及び

運営 

・当該空港での発

着可能状況を 

示した表の作成

と航空会社への

通知 

・航空会社からの

リクエストを取

りまとめた配分

計画表の決定 

防災・県警ヘリ ・被災時における運航

体制の検討 

・被災現場への運行 ・被災現場への運

行 

航空会社 

（ハンドリング会社） 

 ・航空機やＧＳＥ車両の

被害状況の確認と福井

空港事務所への報告 

・民間航空機の

運航再開に 

向けた調整及び

利用者への周知 

 

【参考】東日本大震災発生前後の福島空港の航空機の着陸状況 
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＜表５－１：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

空港事務所 県警・防災ヘリ 民間事業者 

自然災害

発災直後 

施設破損 被害状況の

収集・報告 

  

10 分後 施設点検 本部構成員

の招集 

施設点検 

 

施設点検 

30 分後 破損概況報

告 

破損部の応

急復旧対策

の検討 

「福井空港

緊急時発着 

調 整 事 務

局」の設置 

 

 被災箇所の連絡 

 被災者の救援（派遣要請） 

 福井空港事務所に損傷状況の報告 

破損部の応急復旧対

策の検討 

福井空港事務所に損

傷状況の報告 

60 分後  国・県への

報告 

 

                     

救援場所の確認   機体点検 

 

 

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

国・県への

報告 

救援のため離陸 

 

 

180 分後     

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 

 

【参考】福井空港における防災拠点の役割（福井県地域防災計画（震災対策編）） 

第５ 防災ヘリコプター等の運用拠点としての福井空港および若狭ヘリポートの活用 

災害の発生に伴い、近隣府県、自衛隊等の防災関係機関にヘリコプター等の航空機の出

動を要請した場合、複数の航空機を効率的かつ安全に運用するための拠点として、福井空

港および若狭ヘリポートの活用を図る。 

第６ 災害対策用ヘリポートの活用 

あらかじめ指定した「福井県防災ヘリコプター場外離着陸場」の中から臨時ヘリポート

を開設するとともに、関係機関にその周知徹底を図る。 

第７ 航空機の運用調整 

県は、航空機を最も有効適切に活用するため、情報収集、救助・救急、医療等の各種活

動支援のための航空機の運用に関し、災害対策本部内に航空運用調整班を設置し、現地災

害対策本部と連携して必要な調整を行うものとする。 

航空運用調整班は、警察、消防、国土交通省、海上保安庁、自衛隊、DMAT 県調整本部の

航空運用関係者などの参画を得て、各機関の航空機の安全・円滑な運用を図るため、活動

エリアや任務の調整などを行うものとする。また、必要に応じ自衛隊による局地情報提供

に関する調整を行うものとする。 

県は、実動関係機関が連携し、効果的な活動が展開できるよう、消防防災ヘリ、警察ヘ

リ、ドクターヘリなど災害時のヘリコプターの利用についてあらかじめ協議しておくもの

とする。  
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５－２．貨物施設復旧計画 

（１）被害想定 

・福井空港に貨物施設はなく該当なし。 

（２）行動目標 

（３）役割分担 

＜表５－２：関係機関の役割分担＞ 

 

 

事前の備え 自然災害発生直後 応急復旧時 

○○空港事務所    

○○○○ 

（貨物施設の管理者） 

 
 

 

航空会社 
 

  

 

 

＜表５－２：タイムテーブル＞ 

経過時間 被災状況 対応者 

   

自然災害

発災直後 

施設破損    

10 分後 施設点検    

30 分後 破損概況報

告 

   

60 分後     

120 分後 破 損 報 告

（第 1 報） 

   

180 分後     

※被災状況は随時変化するもので、それに応じて関係機関の行動内容も変わっていくことを踏まえ、

時系列での関係機関ごとの動きを把握するための表（タイムテーブル）を作成 

 

 

  

貨物施設該当なし 

貨物施設該当なし 



 

 

【機密性２情報】 

- 26 - 

 

５－３．役割分担に関する協定 

（１）被害想定 

・坂井市地域防災計画と同じ福井平野東縁断層帯を震源とする地震（マグニチュード

７．６：震度６）の発生により、福井空港が機能停止となり、以下の被害が発生。 

❶ 空港ビルライフライン  一部が停電。断水し、下水も使用不可。 

❷ 空港ビル（耐震化未施工）使用不能 

     ❸ 交通機関の想定     鉄道が運休し、高速道路が通行止め。 

空港ビル内に滞留者が１０人（すべて関係者）

滞留。 

     ❹ 滑走路、誘導路等の基本施設 液状化により使用不可。 

（２）行動目標 

  ・緊急時対応や滑走路等の空港施設の早期復旧に向けて、福井空港事務所と福井空港

㈱がそれぞれ果たすべき役割を担いながら、連携・協同して対処。 

（３）役割分担 

 １）福井空港㈱ 

  ・空港の運営に必要な体制を整えていることから、危機管理を含めた空港運営に係る

対応を担うべき役割 

  ・自然災害発生時、空港全体を統括しながら、福井空港事務所と連携しつつ、主体的

に事態に対処。 

 ２）福井空港事務所 

  ・公共的交通基盤としての空港機能の確保、自然災害への対応の実効性を高めるため

の組織横断的な取組、関係機関との連携の推進等の役割。 

  ・事態が深刻化し、福井空港㈱による的確な事態収拾が難しいと判断される場合、福

井空港㈱と連携しつつ、主体的に事態に対処。 

  ・その場合、福井空港㈱に代わり現場の意思決定者を務める。 

 

  【参考】福井空港事務所と福井空港㈱との施設所有状況 
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６．外部機関との連携（協定の締結状況等：なお、締結文書のコピーを添付すること。） 

県では、福井県地域防災計画に定める災害時の応急対策および復旧対策を迅速かつ

円滑に実施するため、事前に民間団体等と災害時における応援協定等を締結 

№ 締結先 協定名 
所管課 

（H31現在） 

1 （一社） 坂井郡建設業協会  災害時等における応急対策業

務に関する細目協定 

砂防防災課 

2 （一社） 福井県建築工業会   災害時における県有建築物の

応急対策業務等に関する協定 

建築住宅課 

3 （一社） 福井県電業協会  災害時における県有電気設備

の応急対策業務に関する協定 

建築住宅課 

 

福井空港事務所では、航空機事故等における医療等の支援を要請するため以下のとおり協定

書を締結。 

№ 締結先 協定名 年月 

1 （一社）坂井地区医師会                                                           福井空港医療救護活動に関する協定書                       H18.4月 

2 福井県警察航空隊 

福井県防災航空事務所 

財団法人日本学生連盟関西支部 

水上商事株式会社 

公共施設地図航空株式会社 

福井空港株式会社               

福井空港自衛消火救難隊に関する協定                       H19.2月 

3 国土交通省大阪航空局大阪航空

事務所 

大阪航空局大阪航空事務所と福井県福

井空港事務所の間の情報交換に関する

協定 

R3.8月 
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７．情報発信 

（１）整理すべき情報と担当機関 

  ・管理施設の被害及び復旧状況 

   【福井空港事務所】 

    ① 滑走路等基本施設や灯火設備・給油施設の被害・復旧状況 

    ② 気象庁の指示の下、気象観測装置の被害・復旧状況 

   【福井空港㈱】 

    ① 空港ビルの被害・復旧状況 

    ② 福井空港㈱所有の格納庫等の被害・復旧状況 

   【国土交通省大阪航空局】 

    ① RAG用無線局の被害・復旧状況 

   【空港事業者】 

    ① 所有する格納庫等の被害・復旧状況 

   【（一社）東海・関西学生航空連盟】 

    ① 所有する施設の被害・復旧状況 

  ・空港内の滞留者の状況 

    【福井空港（株）】 

    ① 空港事業者の滞留者の状況 

  ・地震や津波等の自然災害の状況 

    【気象庁東京航空地方気象台】 

    ① 気象観測装置の被害・復旧状況 

  ・民間航空機の運航計画及び運航状況 

    【公共施設地図航空㈱】 

    ① 機体の被害・復旧状況および運航計画・運行状況 

    【（一社）東海・関西学生航空連盟および常駐機を管理する団体】 

     ① 機体の被害・復旧状況および運航計画・運行状況 

  ・空港ビルや駐車場の運用状況 

    【福井空港（株）】 

    ① 空港ビルの運用状況 

    【福井空港事務所】 

    ① 駐車場の運用状況 

  ・空港アクセスの運行状況 

    該当事業者なし 

  ・空港周辺の道路状況 

    【坂井警察署】 

    ① 空港周辺の道路交通状況 

    【三国土木事務所・坂井市】 

    ① 空港周辺の道路の破損・復旧状況】 
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（２）情報の集約と発信 

  ①上記（１）で整理された情報について、総合対策本部で集約。 

   併せて、多言語（英語、中国語、韓国語等）による情報提供に向けた体制を構築。 

 【福井空港 A2-HQ の組織】 

№ 構成団体名 主な担当 
連絡先 

電話 メール 

1 県福井空港事務所 事務局 0776-51-4066 kuukou@pref.fukui.lg.jp 

2 福井空港㈱ ビル管理 0776-51-0590  

3 県防災航空事務所 防災ヘリ 0776-51-6945  

4 県警察航空隊 県警ヘリ 0776-51-0928  

5 公共施設地図航空㈱ 常駐事業者 0776-51-6661  

6 水上商事㈱ 給油施設受託者 0776-51-6640  

7 県港湾空港課 県庁窓口 0776-20-0448 kowan@pref.fukui.lg.jp 

8 坂井市 管轄災害窓口 0776-50-3013 kikaku@city.fukui-sakai.lg.jp 

9 ドクターヘリ業務受託者 ドクターヘリ 0776-51-8280  

※メール・電話・ＦＡＸ等の手段及び連絡先まで記載。なお、別途、フロー図等を添付

しておくことが望ましい。 

⇓ 

②集約した情報を「Ａ２－ＨＱ」の各構成員に提供。なお、その情報は現場の担当レ

ベルまで正確に共有。併せて、以下に対しても上記情報を提供 

 【構成員への情報提供】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【構成員以外の団体への情報提供】 

    〇 大阪航空局災害対策本部 

安全企画・保安対策課  電話番号 06-6949-6212 

      国土交通省航空局災害対策本部 

安全企画課   電話番号 03-5253-8696（大阪航空局から伝達） 

    〇 東京航空地方気象台 観測課 

                    電話番号 03-5757-9699 

    〇 （一社）東海・関西学生航空連盟他常駐機を管理する団体 

⇓ 

  

福井空港 A2-HQ 

 

 
（事務局） 

福井空港事務所 

県 HPから情報提供 

（構成員） 

 

現場担当 

 

本部会議にて情報提供 

mailto:kikaku@city.fukui-sakai.lg.jp
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③「Ａ２－ＨＱ」が関係機関と調整の上、報道機関等の外部機関に影響する資料を作

成し、県災害対策本部を通じて情報を発信。 

 【県政記者クラブ】 

№ 名称 連絡先 № 名称 連絡先 

1 朝日新聞社 0776-22-0910 8 日本放送協会 0776-28-8850 

2 共同通信社 0776-57-1040 9 福井新聞社 0776-57-5111 

3 産経新聞社 06-6633-9811 10 福井テレビ 0776-2-2233 

4 時事通信社 0776-57-1640 11 福井放送 0776-57-7802 

5 中日新聞社（日刊県民福井） 0776-22-0950 12 北陸放送 0776-22-1206 

6 日刊工業新聞 0776-43-1385 13 毎日新聞社 0776-24-0074 

7 日本経済新聞社 0776-22-3490 14 読売新聞社 0776-22-5220 

※情報発信手段（メール・ＦＡＸ等）及び連絡先を記載。 

 

    併せて、全ての関係機関（空港事務所、福井空港（株）等）の Web サイトに同じ情

報を掲載（関係機関が有する SNS等のツールも活用）。 
    ※マスコミへの対応にあたっては、広報窓口を福井県災害対策本部一元化する。 

   【参考】福井空港事務所ホームページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④滞留者に対しても、福井空港㈱がＷｅｂサイトやＳＮＳ等を活用して継続的な情報を提供。 

    ※ 空港ビル内に掲示板を設置し、順次、情報を更新。 

      ただし、滞留者を福井空港事務所から坂井市臨時避難所に搬送するまでの間とする。  

【福井空港事務所 HPアドレス】 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/fukui-

airport/index.html 
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８．訓練計画 

（１）訓練の実施 

・「Ａ２－ＨＱ」主催の訓練を、毎年９月を目途に行う。 

・訓練の企画・立案は福井空港事務所長が行う。 

・訓練の実施に当たっては、A2-HQ構成員で構成する「福井空港 A2-BCP関係会議」を

開催し、実施方針（目標）や訓練内容について協議する。 

  ・訓練の実施後、「福井空港 A2-BCP 関係会議」を開催し、参加機関の要望や提案等を

募る。 

  ・訓練の結果等を踏まえ、必要に応じて、Ａ２－ＢＣＰの改訂を行う。 

  【参考】１ 関係機関と連携して行う主な訓練 

№ 名称 実施月 

1 ○新 A2-BCP訓練 9月 

2 テロ対応訓練 10月 

3 航空機事故対応訓練 11月 

      ２ 福井空港が行う主な訓練 

№ 名称 実施月 

1 地震訓練 11月 

2 台風訓練 6月 

3 大雪（除雪）訓練 11月 

4 消防訓練 毎月 

5 給油施設訓練 11月 

 

（２）日常点検の実施 

  ・福井空港事務所、福井空港㈱は、最低年に１回、非常用電源の稼働確認を行うこと

とし、実施日は A2-BCO訓練当日とする。 

  ・福井空港事務所、福井空港㈱は、最低年に１回、非常食、飲料水、非常用トイレ、

毛布等、備蓄品の確認を行うこととし、実施日は A2-BCP訓練までに行う。 

   ただし、職員用非常食等は坂井合同庁舎から調達するため、保管管理部署に管理状

況を電話等にて確認する。 

  ・福井空港事務所、福井空港㈱は、最低年に１回、法令点検を必要としない非常用機

器の動作確認を行うこととし、実施日は A2-BCP訓練までに行う。 

  【参考】福井空港が行う主な設備点検 

№ 名称 実施月 

1 維持管理更新計画に基づく定期検査 定時点検 

2               （滑走路等：巡回点検Ⅰ） 3回/年 

3               （滑走路等：巡回点検Ⅱ） 4回/年 

4               （着陸帯、場周道路等） 1回/年 

5 非常用発電機（防災無線・灯火設備） 1回/年 

6 灯火設備 1回/年 

7 気象観測設備 日点検 
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９．各施設の担当部署と技術者の配置状況 

（１）基本施設 

   福井空港事務所［事務職４名、電気職１名］ 

   ・ただし、大規模な災害復旧工事に当たっては、県財務規則第１８３条第２項に基

づき、庁内関係課に監督および検査を依頼する。 

 

（２）無線施設 

   福井空港事務所［事務職４名、電気職１名］ 

   ・ただし、大規模な災害復旧工事に当たっては、県財務規則第１８３条第２項に基

づき、庁内関係課に監督および検査を依頼する。 

    また、大阪航空局所管 RAG装置については、大阪航空局に対し復旧工事を要請。 

 

（３）灯火・電気施設 

    福井空港事務所［事務職４名、電気職１名］ 

   ・ただし、大規模な災害復旧工事に当たっては、県財務規則第１８３条第２項に基

づき、庁内関係課に監督および検査を依頼する。 

 

（４）旅客ターミナルビル 

   福井空港（株）［事務職１名］ 

   ・ただし、大規模な災害復旧工事に当たっては、出資者である県において施工方法

等について協議する。 

 

 

  【参考】工事工種ごとに監督・検査を依頼する関係課 

   ① 滑走路、駐車場等土木施設   港湾空港課 

   ② 空港ビル、格納庫等建築施設  建築住宅課 

   ③ その他            港湾空港課を通じて災害対策本部と調整 
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１０．外部機関との連携 

（１）県災害対策本部が締結する協定 

ア 災害時等における応急対策業務に関する細目協定 
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イ 災害時における県有建築物の応急対策業務等に関する協定 
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ウ  災害時における県有電気設備の応急対策業務に関する協定 
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（２）福井空港事務所が締結する協定 

 ア 福 井 空 港 医 療 救 護 活 動 に 関 す る 協 定 書                       

 

  福井空港事務所長（以下「甲」という。)と社団法人坂井郡医師会長(以下「乙」とい

う。)は、福井空港およびその周辺において発生した航空機事故に対する医療救護活動

について、次のとおり締結する。 

   

（目的） 

第１条 本協定は、福井空港およびその周辺において航空機事故が発生した場合またはそ

の恐れがある場合に、甲、乙協力の下に医療救護活動を適切に実施することを目的とす

る。 

（要請） 

第２条 甲は、福井空港およびその周辺において航空機事故が発生した場合またはその恐

れがある場合で、医療救護活動を実施する必要が生じたときには、乙に対しその内容を

通報すると共に、医療救護要員派遣要請区分(以下「要請区分」という。）に応じ、医師

および看護師の派遣または待機の要請を行うものとする。 

 (医療救護要員の派遣および待機） 

第３条 乙は、前条の規定により甲から要請があった場合には、直ちに要請区分に応じた

医療救護要員の派遣または待機を行うものとする。 

 (医療救護要員の任務) 

第４条 医療救護要員の任務は、次のとおりとする。 

（１） 被災者の選別 

（２） 傷病者に対する応急処置および必要な医療処置 

（３） 医療機関への搬送の要否および順位の決定 

（４） 死亡の確認 

（医療資器材の提供） 

第５条 甲は、乙が派遣する医療救護要員に対し、甲が保管管理している医療資器材を提

供するものとする。 

 (消火救護訓練)  

第６条 甲は、消火救難訓練を計画した場合には、乙に訓練内容を連絡すると共に、必要

に応じ医師および看護師の参加を要請するものとする。 

２  乙は、前項の規定により甲から消火救難訓練の参加要請があった場合にはこれに協力

するものとする。 

３  甲は、乙に対し、消火救難訓練に使用する医療資器材を提供するものとする。 

４  甲は、乙が第２項の規定に基づき消火救難訓練に参加した場合には、所定の訓練謝金

を支給するものとする。 

（費用負担） 

第７条 医療救護活動に係る費用負担については、別途協議するものとする。 

（災害補償） 

第８条 医師または看護師が医療救護活動または訓練参加において二次的災害を被った場

合には、別途協議して定めるものとする。 

(細目) 
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第９条 この協定を実施するために必要な細目は、別に定めるものとする。 

（協議） 

第１０条 この協定の遂行に当たって疑義が生じた場合には、甲乙協議の上定めるものと

する。 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、平成１６年１１月１日から平成１７年３月３１日まで

とする。 

２ 前項の期間満了日の１ヶ月までに、甲または乙から何らかの申し出がない場合は、期

間満了日の翌日から更に１年間延長され、以降も同様とする。 

３ この協定の締結を証するため、本書２通を作成し甲乙両者記名押印の上、各１通を保

有するものとする。 

 

 

                                                平成１６年１１月 １日 

 

 

                       甲  福 井 空 港 事 務 所           

                          所 長 加 藤 英 雄 印 

                           

 

                       乙  (社 )坂井郡医師会           

                                                     会 長 嶋 田 貞 博 印 
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ウ 大阪航空局大阪航空事務所と福井県福井空港事務所の間の情報交換に関する協定 
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問合せ先 

 

 福井県福井空港事務所 

  坂井市春江町江留中 50-1-2 

  電話(0776)51-4066 

  FAX (0776)51-4102 

  E-Mail kuukou@pref.fukui.lg.jp 

 

【福井空港】 

 〇 空港略号  ＲＪＮＦ 

 〇 通信    １１８．６（Ａ/Ｇ Ｆｕｋｕｉ Ｒａｄｉｏ） 
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